
　

国
民
健
康
保
険
税（
以
下
、
国
保
税
）は
、
国
民
健
康
保
険（
以
下
、

国
保
）に
加
入
し
て
い
る
方
が
病
気
や
け
が
な
ど
に
備
え
て
、
医
療

な
ど
に
か
か
る
費
用
を
お
互
い
に
負
担
し
、
支
え
合
う
た
め
の
財

源
と
な
り
ま
す
。

◆
国
保
税
の
決
め
方

　

国
保
税
は
、
医
療
給
付
費

分（
医
療
保
険
の
費
用
に
充
て

る
も
の
）、
後
期
高
齢
者
支
援

金
分（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

の
支
援
に
充
て
る
も
の
）、
介

護
納
付
金
分（
介
護
保
険
の

費
用
に
充
て
る
も
の
）で
構
成

さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
、

均
等
割
、
平
等
割
、
所
得
割

の
３
方
式
を
採
用
し
て
お
り
、

そ
の
合
計
が
年
税
額
と
し
て

課
税
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
、
介
護
納
付
金

分
は
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の

方
に
か
か
り
ま
す
。

◆
国
保
税
は

　
世
帯
主
が
納
め
ま
す

　

国
保
税
を
納
め
る
義
務
は

世
帯
主
に
あ
り
ま
す
。
そ
の
た

め
、
世
帯
主
が
国
保
に
加
入

し
て
い
な
く
て
も
、
世
帯
の

中
に
国
保
に
加
入
さ
れ
て
い

る
方
が
い
れ
ば
、
納
税
通
知

書
は
世
帯
主
に
送
ら
れ
ま
す
。

現　行　税　率 医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分
すべての被保険者 40歳以上〜65歳未満

応
益
割

①均等割 世帯の被保険者数に
応じて計算 27,000円 7,000円 9,500円

②平等割 一世帯にいくらと計算 25,000円 7,000円 8,000円

応
能
割
③所得割 世帯の被保険者の

所得に応じて計算 7.0％ 2.2％ 2.3％

賦課限度額（①〜③の合計金額が
限度額を超えることはありません） 650,000円 200,000円 170,000円

問
い
合
わ
せ
先

資
格
に
つ
い
て　
保
健
福
祉
課
国
保
年
金
係

（
31
）２
５
１
２

国
保
税
に
つ
い
て　
税
務
課
住
民
税
係

（
32
）３
１
２
６

令
和
５
年
度
か
ら 

国
民
健
康
保
険
税
率
改
正
の
お
知
ら
せ

国
民
健
康
保
険
税
の
し
く
み

出
産
育
児
一
時
金
を

50
万
円
に
引
き
上
げ
ま
す

　

出
産
費
用
に
つ
い
て
は
、
２
０

２
１
年
の
平
均
で
47
万
３
，３
１
５

円
と
な
り
、
こ
の
10
年
間
で
５
万

７
，０
０
０
円
近
く
も
増
加
し
て
い

ま
す
。
そ
の
た
め
国
で
は
、
現
在

の
出
産
育
児
一
時
金
42
万
円
で
は

自
己
負
担
額
が
発
生
し
て
し
ま
う

こ
と
か
ら
、
50
万
円
に
引
き
上
げ

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。
当
町
で
も

国
保
条
例
を
改
正
し
ま
し
た
。

　

出
産
育
児
一
時
金
に
は
、「
直
接

支
払
制
度
」が
あ
り
ま
す
。
こ
の
制

度
を
導
入
し
て
い
る
病
院
等
で
手

続
き
を
す
れ
ば
、
病
院
等
へ
一
時

金
が
直
接
支
払
わ
れ
る
た
め
、
出

産
費
用
を
あ
ら
か
じ
め
用
意
し
て

お
く
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
他
、
国
で
は
賦
課
限
度
額

の
見
直
し
も
実
施
す
る
予
定
で
す
。

詳
細
が
決
定
し
ま
し
た
ら
お
知
ら

せ
い
た
し
ま
す
。

納
付
は
期
限
内
にお願

い
し
ま
す

　

令
和
５
年
度
国
保
税
の
納
税
通

知
書
は
、
世
帯
主
宛
て
に
６
月
中

旬
に
郵
送
し
ま
す
の
で
、
期
限
内

に
納
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

令
和
５
年
度
か
ら
課
税
さ
れ
る
国
保
税
に
つ
い
て
、
次
の
よ
う
に
改
正
し
ま
す
。

　

改
正
内
容
は
、
医
療
給
付
費
分
均
等
割
を
４
，０
０
０
円
、
医
療
給
付
費
分

平
等
割
を
２
，０
０
０
円
引
き
下
げ
ま
す
。
所
得
割
の
医
療
給
付
費
分
と
介
護

納
付
金
分
も
表
の
と
お
り
に
引
き
下
げ

ま
す
。
均
等
割
、
平
等
割
、
所
得
割
を

そ
れ
ぞ
れ
計
算
し
て
合
計
し
た
も
の
が

年
税
額
と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。

　

医
療
の
高
度
化
な
ど
に
よ
り
、
一
人

当
た
り
の
医
療
費
は
増
加
傾
向
に
あ
り

ま
す
が
、
当
町
の
財
政
状
況
が
安
定
し

て
い
る
こ
と
か
ら
改
正
を
行
う
も
の
で

す
。

令
和
５
年
度
か
ら
国
保
税
を
改
正
し
ま
す

項　目 医療
給付費分

後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

①
均
等
割

現　行 27,000円 7,000円 9,500円
改正後 23,000円 7,000円 9,500円
差 △4,000円

②
平
等
割

現　行 25,000円 7,000円 8,000円
改正後 23,000円 7,000円 8,000円
差 △2,000円

③
所
得
割

現　行 7.0％ 2.2％ 2.3％
改正後 6.6％ 2.2％ 2.2％
差（ポイント） △0.4 △0.1

改　正　税　率 医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分
すべての被保険者 40歳以上〜65歳未満

応
益
割

①均等割 世帯の被保険者数に
応じて計算 23,000円 7,000円 9,500円

②平等割 一世帯にいくらと計算 23,000円 7,000円 8,000円

応
能
割
③所得割 世帯の被保険者の

所得に応じて計算 6.6％ 2.2％ 2.2％

賦課限度額（①〜③の合計金額が
限度額を超えることはありません） 650,000円 200,000円 170,000円

改正部分抜粋

国
民
年
金
保
険
料
学
生
納
付
特
例
制
度
の
ご
案
内

20
歳
以
上
の
学
生
の
皆
さ
ま
へ

国
民
健
康
保
険
住
所
地
特
例
の
ご
案
内

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
～
手
続
き
を
し
な
い
と
無
保
険
に
な
る
こ
と
も
～

進
学
す
る
学
生
の
皆
さ
ま
へ

住
所
地
特
例
の
申
請
に
必
要
な
も
の

・
在
学
証
明
書（
原
本
）ま
た
は
学
生
証（
コ

ピ
ー
可
）

・
今
ま
で
の
国
保
被
保
険
者
証

　
詳
細
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

学
生
用
被
保
険
者
証
の
返
還
に
つ
い
て

　
卒
業
・
就
職
な
ど
に
よ
り
学
生
で
な
く
な
っ

た
場
合
に
は
、
手
続
き
が
必
要
で
す
。

　
詳
細
は
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先

　
保
健
福
祉
課
国
保
年
金
係

（
31
）２
５
１
２

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
学
生
が
親

元
を
離
れ
、
町
外
に
転
出
し
た（
住
民
票
を
移

し
た
）場
合
に
は
、
住
所
地
特
例
の
届
け
出
に

よ
り
引
き
続
き
町
か
ら
被
保
険
者
証
を
作
成
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
届
出
が
な
い
場
合
、
転
出
先
の
市
町
村
で
国

保
に
加
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
場

合
、
学
生
本
人
に
国
保
料（
税
）の
支
払
い
が

発
生
し
ま
す
。
ま
た
、
必
要
な
手
続
き
を
し
な

い
と
無
保
険
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
住
所
地
特
例
を
希
望
さ
れ
る
場
合
は
転
出
後
、

保
健
福
祉
課
国
保
年
金
係（
役
場
１
階
７
番
窓

口
）、
ま
た
は
郵
送
に
て
手
続
き
を
し
て
く
だ

さ
い
。

引
き
続
き
国
民
年
金
保
険
料

学
生
納
付
特
例
を
ご
利
用
の
方
へ

　

学
生
納
付
特
例
制
度
に
よ
り
、
令
和
４
年

度
に
保
険
料
納
付
の
猶
予
を
受
け
て
い
る
方

で
、
令
和
５
年
度
も
引
き
続
き
同
一
校
に
在

学
予
定
の
方
は
、
３
月
末
に
基
礎
年
金
番
号

等
が
印
字
さ
れ
た
学
生
納
付
特
例
申
請
書
が

届
き
ま
す
の
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。（
こ
の

場
合
、
在
学
証
明
書
ま
た
は
学
生
証
の
写
し

の
添
付
は
不
要
）。

　

国
民
年
金
の
ご
相
談
・
手
続
き
な
ど
に
つ

い
て
は
、
次
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先

　
小
諸
年
金
事
務
所�

（
22
）１
０
８
０

　
保
健
福
祉
課
国
保
年
金
係�

（
31
）２
５
１
２

　
国
民
年
金
に
は
、
20
歳
以
上
の
す
べ
て
の
方

が
加
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
し
か
し
、
学
生
の
方
は
一
般
的
に
所
得
が
低

い
た
め
、
ご
本
人
の
所
得
が
一
定
額
以
下
の
場

合
、
国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る

「
学
生
納
付
特
例
制
度
」が
あ
り
ま
す
。

　
対
象
と
な
る
方
は
、
学
校
教
育
法
に
規
定
す

る
大
学（
大
学
院
）、
短
期
大
学
、
高
等
学
校
、

高
等
専
門
学
校
、
専
修
学
校
お
よ
び
各
種
学
校

（
修
業
年
限
1
年
以
上
で
あ
る
課
程
）に
在
学
す

る
学
生
で
す
。

　

申
請
書
は
保
健
福
祉
課
国
保
年
金
係（
役
場

１
階
７
番
窓
口
）の
ほ
か
、
小
諸
年
金
事
務
所

に
も
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
希
望
の
方
は
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い（
申
請
に
は
、
在
学
証
明
書
ま

た
は
学
生
証
の
写
し
の
添
付
が
必
要
に
な
り
ま
す
）。

　町の心理師、岡本です。
　今回は普段の心理相談（懇談や支援会議も含む）の中身について少し触れたいと思います。
　保護者や先生方との心理相談において、多くの場合は家庭と学校・園との連携が不可欠です。そのニュアン
スをより正確に伝えるならば、「連動」と言ったほうがいいかもしれません。心配ごとや困りごとの内容によっ
てその比重は変化しますが、家庭と学校・園のどちらか一方だけが頑張るのではなく、それぞれの環境ででき
ることを模索・提案し合っていきます。このときに重要になるのは家庭と学校・園との「共通理解」です。現時
点でテーマになっている心配ごと・困りごとについて、日頃の様子や対応などの情報を整理し、取り組むべき
事柄や目標を共有していきます。ここでもう1つ大切なのが「妥協」です。ややネガティブなイメージのある言
葉なので補足すると、積極的に共通の落としどころを見つけたり、現実的な目標を立てたりするということで
す。単独で悩んでいると、意外にこの点が難しく、ややもすると極端（二者択一的）な考え方に陥りやすくなっ
てしまいます。
　これら一連の流れにおいて岡本は何をするのかと言うと、話の流れに応じて、心理の立場から一丁前に仮説
を述べたり、皆さんの取り組みを具体的に支持したり、あるいはちょっとした提案をしたりしています。
　以上、心理相談の中身について簡単に説明させていただきました。あらためて見ると、心理相談って、だい
ぶ地道な作業ですね。少しずつ組み立てるような、上塗りするような…。昨今のビジネス書のタイトルや動画
のサムネイルのような派手さはありませんが、そんな心理相談もどうぞご利用してみて下さい。
� 問い合わせ先　教育委員会学校教育係 （32）9100

Vol.25
「３分でわかる、心理相談のすべて！」
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